
2 2 年 国 調人

口
1 7 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

2 4 . 3 . 3 1
2 3 . 3 . 3 1
増  減  率

35,244 人
人
％

33,537
5.1

35,591 人
人35,137

1.3 ％

２２ 年 国 調区 　 分

580
4.1

第 １ 次

第 ２ 次
2,439
17.1

産　　　業　　　構　　　造

１７ 年 国 調

4.4
639

2,884
19.8

第 ３ 次
11,264
78.9

10,960
75.2

配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

2,718,717

9,615 0.1

面 　 積
人 口 密 度

(k㎡)
(人)

10.72
3,288

9,615 0.2
2,313 0.0

都 道 府 県 名
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沖 縄 県

団 体 名

3502

南風原町

市 町 村 類 型 Ⅴ－２

地方交付税種地 2 - 4

歳 入 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自 動 車 取 得 税 交 付 金
軽 油 引 取 税 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金
分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

3,279,467 26.9 3,279,467 60.0
74,015 0.6 74,015 1.4

2,313 0.0
607 0.0

276,534 2.3 276,534 5.1
- - - -
- - - -

10,594 0.1 10,594 0.2
- - - -

30,990 0.3 30,990 0.6

1,920,489 15.7 1,757,481 32.1
1,757,481 14.4 1,757,481 32.1
163,008 1.3 - -

5,604,624 45.9 5,441,616 99.5
5,531 0.0 5,531 0.1

275,076 2.3 - -
73,684 0.6 7,130 0.1
21,759 0.2 - -

2,555,245 20.9 - -
- - - -

1,232,703 10.1 - -
22,109 0.2 4,762 0.1
4,012 0.0 - -

649,898 5.3 - -
289,639 2.4 - -
378,536 3.1 10,772 0.2

1,093,200 9.0 - -

12,206,016 100.0 5,469,811 100.0

市 町 村 税 の 状 況
区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

3,279,467

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水 利 地 益 税 等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

3,279,467 100.0 -
100.0 -

1,265,844 38.6 -
41,762 1.3 -

1,020,227 31.1 -

-

76,014 2.3

-

-
127,841

-

3.9 -

-

1,657,870 50.6

-

1,636,655 49.9

-

92,193 2.8
263,560 8.0

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

- -
- -
- - -
- - -
- - -

-

指 定 団 体 等

児童手当及び子ども手当
特 例 交 付 金

低 開 発
旧 産 炭
山 振

607

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都
近 畿
中 部

×

現 在 高

財政健全化等

指数表選定
財 源 超 過

18,311 0.2

×
×
×

0.0

×

18,311

×
×
×

-

○
×

区 　 　 　 　 分 平成 2 3年度 (千円 ) 平成 2 2年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源
実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

12,206,016 13,246,446
11,903,519 12,956,807
302,497 289,639
126,008 65,062
176,489 224,577
-48,088 55,716
119,075 225,115

- -
619,386 -
-548,399 280,831

平成２３年度

一
般
職
員
等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員

うち技能労務員
教 育 公 務 員

う ち 消 防 職 員

臨 時 職 員
合 計

167 509,016 3,048

13 40,274 3,098
12 35,049 2,921

- - -

- - -
179 544,065 3,039

一 部 事務組合加入の状況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害
非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同
税 務 事 務
老 人 福 祉
伝 染 病

○
○
○
×
×
×
×

し 尿 処 理 ○
ご み 処 理 ○
火 葬 場 ○

○常 備 消 防
小 学 校 ×
中 学 校 ×
そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 22.04.01 7,900
副市区町村長 1 22.04.01 6,450
教 育 長 1 22.04.01 6,040
議 会 議 長 1 18.09.28 3,000
議 会 副 議 長 1 18.09.28 2,500
議 会 議 員 14 18.09.28 2,330

性 質 別 歳 出 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 1,561,471 13.1 1,401,360 1,340,547 22.6
う ち 職 員 給 902,228 7.6 782,647 - -
扶 助 費 2,800,911 23.5 680,807 679,334 11.5
公 債 費 1,060,372 8.9 1,060,372 1,060,372 17.9
元 利
償 還 金

7.1 840,230 840,230 14.2
217,403

一 時 借 入 金 利 子 2,739 0.0 2,739 2,739 0.0
( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

5,422,754 45.6 3,142,539 3,080,253 51.9
1,549,108 13.0 1,105,952 815,199 13.7

維 持 補 修 費 23,413 0.2 23,413 7,989 0.1
補 助 費 等 1,100,729 9.2 1,001,138 909,246 15.3
うち一部事務組合負担金 674,559 5.7 667,276 612,900 10.3
繰 出 金 1,142,723 9.6 995,462 702,289 11.8
積 立 金 135,952 1.1 126,402 - -
投資・出資金・貸付金 25,000 0.2 - - -
前 年 度 繰 上 充 用 金 - - -

2,503,840 21.0投 資 的 経 費 393,099
114,726 1.0う ち 人 件 費 105,403
2,492,789 20.9普 通 建 設 事 業 費 386,688

0.3

16.9

震災復興特別交付税

477,035 4.0 236,177
災 害 復 旧 事 業 費

2,015,754 150,511

11,051 0.1 6,411
-失 業 対 策 事 業 費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

11,903,519 100.0 6,788,005

内
訳

経常経費充当一般財源等計

93.0

千 円

経  常  収  支  比  率

7,090,502

％ ％

15.0

(減収補 債(特例分)
 及び臨時財政対策債除く)

平成22年度 (千円)

15.7

4,778,248

うち減収補 債(特例分)

議 会 費
区  分 決 算 額 (Ａ)

139,555
構成比

1.2

( Ａ ) の うち
普通建設事業費

-

( Ａ ) の
充当一般財源等

139,555
総 務 費 1,200,031 10.1 29,018 1,099,665
民 生 費 4,540,139 38.1 304,102 1,837,434

777,766衛 生 費 6.5 332 631,661
労 働 費 96,352 0.8 840 17,937
農 林 水 産 業 費 201,773 1.7 106,953 114,603
商 工 費 45,391 0.4 1,353 20,378
土 木 費 2,224,630 18.7 1,951,963 538,177
消 防 費 406,048 3.4 830 406,048
教 育 費 1,200,411 10.1 97,398 915,764
災 害 復 旧 費 11,051 0.1 - 6,411
公 債 費 1,060,372 8.9 - 1,060,372
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

3,507,231

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 11,903,519 100.0 2,492,789 6,788,005

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合 計
下 水 道
上 水 道
工 業 用 水 道
交 通
国民健康保険
そ の 他

1,142,723
190,927

-
-
-

462,715
489,081

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 -166,250
再 差 引 収 支 -263,332
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 5,321
被 保 険 者 数 ( 人 ) 11,208

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 59
国 庫 支 出 金 151
保 険 給 付 費 237

区 　 　 　 分 平成23年度 (千円)

6,190,713

基 準 財 政 収 入 額 3,226,883
基 準 財 政 需 要 額 4,984,364
標 準 税 収 入 額 等 4,196,326
標 準 財 政 規 模 6,415,326
財 政 力 指 数 0.60
実 質 収 支 比 率 2.8
公債費負担比率

-実質赤字比率 -

将来負担比率

-

積 立 金 財  調 1,726,251
減  債 70,102
特 定 目 的 511,290

地 方 債 現 在 高 13,303,884

- -

（
支
出
予
定
額
）

物 件 等 購 入 -
保 証 ・ 補 償 -
そ  の  他 23,918
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 212,903
徴
収
率
現
年計

98.8 94.9
99.3 95.7
98.3 93.5

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)
(％)

(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

う ち 補 助
う ち 単 独

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

0.59

債
務
負
担
行
為
額

29

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

- - - -
461,500 3.8 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。
３．産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、平成22年国調は分類不能の産業を除き、平成17年国調は分類不能の産業を含んでいる。

法 定 目 的 税

-

-

-法 定 外 目 的 税

3,279,467

- -

100.0

3.6

-
10.8
96.4 89.3

2,226,562
69,865
516,849

13,050,914

-

の 指 定 状 況

11.3実質公債費比率(％)

20,077
-
-
-

-
212,276

98.2 93.5
98.5 94.3
97.7 92.1

連結実質赤字比率(％)

×
×

健
全
化
判
断
比
率

-

元 金

5,514,976

100.8

旧 新 産
旧 工 特

減収補 特例交付金

利 子

12,679

{

0.1 12,679 0.2

840,230
1.8 217,403 217,403 3.7


